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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第71期

第３四半期
連結累計期間

第72期
第３四半期
連結累計期間

第71期

会計期間
自2017年４月１日
至2017年12月31日

自2018年４月１日
至2018年12月31日

自2017年４月１日
至2018年３月31日

売上高 （百万円） 355,408 376,190 481,945

経常利益 （百万円） 22,699 23,446 32,278

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（百万円） 13,998 12,153 22,014

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 21,206 9,951 25,800

純資産額 （百万円） 227,533 237,474 232,127

総資産額 （百万円） 371,756 374,869 377,002

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 153.42 133.19 241.26

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） 153.41 － 241.25

自己資本比率 （％） 57.9 60.1 58.4

 

回次
第71期

第３四半期
連結会計期間

第72期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2017年10月１日
至2017年12月31日

自2018年10月１日
至2018年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 64.17 18.36

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第72期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

４　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標

等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、主要な関係会社の異動は次のとおりであります。

 

（アジア）

　東海理化（江蘇）汽車部件有限公司を新規設立したため、当第３四半期連結会計期間より連結の範囲に含めてお

ります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1) 業績の状況

　当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、連結売上高は376,190百万円と、前年同四半期に比べ20,782

百万円(5.8%)の増収となりました。利益につきましては、連結営業利益は21,964百万円と、前年同四半期に比べ

693百万円(3.3%)の増益となりました。連結経常利益は23,446百万円と、前年同四半期に比べ747百万円(3.3%)の増

益となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は減損損失を計上した影響などにより12,153百万円と、前年

同四半期に比べ1,845百万円(△13.2%)の減益となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

（日本）

　新型車種への拡販などにより、売上高は226,117百万円と、前年同四半期に比べ20,390百万円(9.9%)の増収とな

りました。営業利益は、合理化努力があったものの、製品価格変動の影響などにより5,925百万円と、前年同四半

期に比べ780百万円(△11.6%)の減益となりました。

 

（北米）

　新型車種への拡販などにより、売上高は79,388百万円と、前年同四半期に比べ363百万円(0.5%)の増収となりま

した。営業利益は、製品価格変動の影響などにより1,333百万円と、前年同四半期に比べ1,428百万円(△51.7%)の

減益となりました。

 

（アジア）

　主要客先向け売上高の増加などにより、売上高は100,083百万円と、前年同四半期に比べ5,055百万円(5.3%)の増

収となりました。営業利益は、売上高の増加や合理化努力などにより13,332百万円と、前年同四半期に比べ2,008

百万円(17.7%)の増益となりました。

 

（その他）

　売上高は23,586百万円と、前年同四半期に比べ3百万円(0.0%)の増収となりました。営業利益は、1,427百万円

と、前年同四半期に比べ334百万円(30.5%)の増益となりました。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3) 研究開発活動

 当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、18,991百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2018年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2019年２月１日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 94,234,171 94,234,171

東京証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第一部

単元株式数100株

計 94,234,171 94,234,171 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

自　2018年10月１日

至　2018年12月31日
－ 94,234,171 － 22,856 － 25,110

 

（５）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2018年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

2018年12月31日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　 2,984,200 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　91,212,700 912,127 ―

単元未満株式 普通株式　　　37,271 ― ―

発行済株式総数 94,234,171 ― ―

総株主の議決権 ― 912,127 ―

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式68株が含まれております。

 

②【自己株式等】

2018年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

株式会社

東海理化電機製作所

愛知県丹羽郡大口町

豊田三丁目260番地
2,984,200 － 2,984,200 3.16

計 ― 2,984,200 － 2,984,200 3.16

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

株式会社東海理化電機製作所(E01898)

四半期報告書

 6/16



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 61,566 57,192

受取手形及び売掛金 62,575 57,354

電子記録債権 13,632 16,759

有価証券 3,304 11,210

商品及び製品 13,927 16,162

仕掛品 19,215 22,209

原材料及び貯蔵品 5,797 6,189

その他 11,725 11,649

貸倒引当金 △69 △63

流動資産合計 191,675 198,663

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 33,041 33,846

機械装置及び運搬具（純額） 31,422 32,399

その他（純額） 34,887 32,031

有形固定資産合計 99,351 98,277

無形固定資産   

のれん 32 8

その他 2,552 2,270

無形固定資産合計 2,585 2,278

投資その他の資産   

投資有価証券 36,176 27,450

その他 47,328 48,310

貸倒引当金 △114 △112

投資その他の資産合計 83,390 75,649

固定資産合計 185,327 176,205

資産合計 377,002 374,869
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 41,080 38,248

電子記録債務 10,442 10,993

短期借入金 2,071 81

未払法人税等 2,690 3,272

賞与引当金 8,372 4,738

製品保証引当金 7,811 9,727

その他の引当金 254 213

その他 34,536 33,743

流動負債合計 107,259 101,018

固定負債   

社債 10,000 10,000

役員退職慰労引当金 358 322

退職給付に係る負債 24,849 24,726

資産除去債務 143 125

その他 2,264 1,201

固定負債合計 37,615 36,375

負債合計 144,875 137,394

純資産の部   

株主資本   

資本金 22,856 22,856

資本剰余金 25,654 25,864

利益剰余金 167,619 175,605

自己株式 △5,369 △5,369

株主資本合計 210,760 218,956

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 5,629 3,653

為替換算調整勘定 △171 △1,042

退職給付に係る調整累計額 3,853 3,623

その他の包括利益累計額合計 9,311 6,234

非支配株主持分 12,055 12,283

純資産合計 232,127 237,474

負債純資産合計 377,002 374,869
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日
 至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

売上高 355,408 376,190

売上原価 306,065 322,921

売上総利益 49,342 53,269

販売費及び一般管理費 28,071 31,304

営業利益 21,271 21,964

営業外収益   

受取利息 332 324

受取配当金 461 444

持分法による投資利益 55 369

為替差益 226 －

その他 548 512

営業外収益合計 1,625 1,651

営業外費用   

支払利息 92 65

為替差損 － 26

社債発行費 62 －

その他 42 76

営業外費用合計 198 169

経常利益 22,699 23,446

特別利益   

固定資産売却益 60 －

新株予約権戻入益 21 －

特別利益合計 81 －

特別損失   

固定資産除売却損 12 －

減損損失 － ※ 3,738

特別損失合計 12 3,738

税金等調整前四半期純利益 22,768 19,708

法人税等 7,883 6,667

四半期純利益 14,885 13,041

非支配株主に帰属する四半期純利益 886 888

親会社株主に帰属する四半期純利益 13,998 12,153
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

四半期純利益 14,885 13,041

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 2,899 △2,025

為替換算調整勘定 3,621 △736

退職給付に係る調整額 △199 △234

持分法適用会社に対する持分相当額 － △93

その他の包括利益合計 6,321 △3,090

四半期包括利益 21,206 9,951

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 20,006 9,077

非支配株主に係る四半期包括利益 1,200 874
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

　１．連結の範囲の重要な変更

　東海理化（江蘇）汽車部件有限公司を新規設立したため、当第３四半期連結会計期間より連結の範囲に含め

ております。

 

　２．持分法適用の範囲の重要な変更

　第１四半期連結会計期間より、重要性が増したことによりミンダリカ㈱を持分法適用の範囲に含めておりま

す。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

（追加情報）

　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債

の区分に表示しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　減損損失

　　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

 

前第３四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年12月31日）

　該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年12月31日）

場所 用途 種類 金額

日本 生産設備
機械装置及び運搬具

その他
3,738百万円

　当社グループの減損会計適用にあたっての資産グルーピングは、原則として継続的に損益の把握を実施してい

る管理会計上の単位である事業部別に行っております。なお、連結子会社については、主に会社単位を基準とし

てグルーピングを行っております。

　当第３四半期連結累計期間において、市場環境等の悪化により一部の生産設備について帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に3,738百万円計上しております。

　その内訳は、機械装置及び運搬具2,871百万円、その他866百万円であります。なお、当資産グループの回収可

能価額は正味売却価額により測定しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

減価償却費 15,515百万円 16,298百万円

のれんの償却額 24 24
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月16日

定時株主総会
普通株式 2,737 30 2017年３月31日 2017年６月19日 利益剰余金

2017年10月30日

取締役会
普通株式 2,920 32 2017年９月30日 2017年11月27日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月13日

定時株主総会
普通株式 2,919 32 2018年３月31日 2018年６月14日 利益剰余金

2018年10月30日

取締役会
普通株式 2,919 32 2018年９月30日 2018年11月27日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　 至　2017年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 日本 北米 アジア 計

売上高         

外部顧客への売上高 171,398 78,537 82,058 331,993 23,414 355,408 － 355,408

セグメント間の内部
売上高又は振替高

34,329 487 12,969 47,787 168 47,955 △47,955 －

計 205,727 79,025 95,028 379,781 23,583 403,364 △47,955 355,408

セグメント利益 6,705 2,761 11,324 20,791 1,093 21,885 △613 21,271

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、欧州及び南米の現地法人

　　　　　の事業活動を含んでおります。

　　２　セグメント利益の調整額△613百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　 至　2018年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 日本 北米 アジア 計

売上高         

外部顧客への売上高 186,209 79,018 87,581 352,808 23,381 376,190 - 376,190

セグメント間の内部
売上高又は振替高

39,907 369 12,502 52,780 204 52,985 △52,985 -

計 226,117 79,388 100,083 405,589 23,586 429,175 △52,985 376,190

セグメント利益 5,925 1,333 13,332 20,591 1,427 22,019 △54 21,964

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、欧州及び南米の現地法人

　　　　　の事業活動を含んでおります。

　　２　セグメント利益の調整額△54百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２.報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　日本セグメントにおいて、一部の事業環境は厳しく、生産設備の帳簿価額を回収可能価額まで減額しており

ます。なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間において3,738百万円であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

（1）１株当たり四半期純利益 153円42銭 133円19銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
13,998 12,153

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
13,998 12,153

普通株式の期中平均株式数（千株） 91,246 91,249

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 153円41銭 －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 5 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－

（注） 当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため

 記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　2018年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　(イ)　配当金の総額………………………………………………2,919百万円

　(ロ)　１株当たりの金額…………………………………………32円00銭

　(ハ)　支払請求の効力発生日及び支払開始日…………………2018年11月27日

（注）2018年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年2月1日

株式会社東海理化電機製作所

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 津田　良洋　　印

 
 
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 淺井　明紀子　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東海理化

電機製作所の2018年4月1日から2019年3月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（2018年10月1日から2018年

12月31日まで）及び第3四半期連結累計期間（2018年4月1日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東海理化電機製作所及び連結子会社の2018年12月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第3四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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